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(証券コード ２１１２)
平成30年６月８日

　 株 主 各 位
東京都中央区日本橋堀留町二丁目９番６号

塩 水 港 精 糖 株 式 会 社
代表取締役社長 山 下 裕 司

　

第85回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第85回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することが出来ますので、お
手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分までに到着するよう
ご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時（開場午前９時）
2. 場 所 東京都中央区日本橋富沢町８番10号

綿商会館６階
3. 会議の目的事項

報告事項 1. 第85期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類報告並びに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第85期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 会計監査人選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。
◎ 事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類の内容に修正すべき事情が生じた場合は、当社ホ

ームページ（http://www.ensuiko.co.jp/）に修正後の事項を掲載することによりお知らせいたします。
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(添付書類)

事 業 報 告
　

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

１ 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境に改善が見られ、緩や
かな回復基調で推移しました。先行きについては、政府の各種政策の効果により堅調に推移
することが見込まれる一方、不安定な国際情勢や保護貿易主義の高まりを背景とした金融資
本市場の動向に引き続き留意する必要があります。

このような環境の中で、当社グループはお客様のおなかの健康に貢献する「おなかにやさ
しい会社」を目標に、砂糖事業及びバイオ事業の計画達成に向けて全力で取り組んで参りま
した結果、当期の業績は以下のとおりとなりました。

　 ①砂糖事業
海外粗糖市況は、ニューヨーク市場粗糖先物相場（当限、１ポンド当たり）において

16.93セントで始まり、直後に17.18セントの高値をつけましたが、世界的な需給緩和見通し
の拡大を受けて６月下旬には12セント半ばまで下落しました。その後は13セントから15セン
ト台の範囲で推移しましたが、１月以降は主要生産国インドでの産糖量の上方修正など更な
る供給余剰見通しによって下げ基調が鮮明となり、３月下旬に２年半振りとなる12.18セン
トの安値を記録し、12.35セントで当期を終了しました。
国内市中価格（日本経済新聞掲載、上白糖大袋１kg当たり）は、期初195円～196円で始ま

りましたが、粗糖先物相場の下落を受けて７月中旬に189円～190円に値を下げ、同水準のま
ま当期を終了しました。
精糖及びその他糖類などの国内販売は、業務用製品は大手ユーザー向けを始めとして底堅

く実績を確保しましたが、家庭用製品は需要の減少傾向により伸び悩み、売上高は前年を下
回りました。
以上の結果、当期における砂糖事業全体の売上高は24,981百万円(前連結会計年度比1.7％

減)、セグメント利益は1,665百万円(前連結会計年度比19.8％増）となりました。
　

　 ②バイオ事業
オリゴ糖部門は、腸内環境改善効果を有する「オリゴのおかげ」シリーズ商品の拡販に向

け、主要特約店との拡販キャンペーンや主力量販店への販売促進活動の実施に加え、テレビ
やラジオＣＭ等各種媒体を利用した広告宣伝、イベントへの協賛や雑誌との連動企画等によ
る一般消費者への訴求に努め、一部アイテムは前年同期を上回る実績を収めたものの、オリ
ゴ糖部門全体の売上高は前年同期を下回りました。

サイクロデキストリン部門は、食品及び非食品への拡販に努めましたが、売上高は前年同
期を下回りました。
以上の結果、バイオ事業全体の売上高は1,824百万円(前連結会計年度比3.1％減)、セグメ
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ント利益は250百万円(前連結会計年度比29.4％減）となりました。
　

　 ③その他
その他の事業につきましては、ニューＥＳＲビル事務所の一部賃貸等を行い、所有不動産

の活用に努めました結果、売上高は130百万円(前連結会計年度比0.7％増)、セグメント利益
は62百万円(前連結会計年度比9.1％増）となりました。
　
以上の結果、当期の売上高は26,874百万円(前連結会計年度比1.8％減)、営業利益は840百

万円(前連結会計年度比15.6％増)となりました。経常利益は、持分法投資利益が当初予想を
上回ったことから、1,192百万円(前連結会計年度比42.2％増)、親会社株主に帰属する当期
純利益は906百万円(前連結会計年度比65.1％増）となりました。
　

　(2) 設備投資等及び資金調達の状況
　当連結会計年度の設備投資は、砂糖製造設備改善工事等544百万円であります。これらの
投資のうち、当連結会計年度の支払資金は、自己資金及び借入金にて充当いたしました。

　
　(3) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、国内経済は引き続き緩やかな回復基調で推移することが予
想されるものの、海外の政治経済情勢の推移が金融資本市場及び商品市場に及ぼす影響に、
引き続き留意する必要があります。
かかる環境の下、当社及び当社グループは、お客様のおなかにやさしい商品をお届けし、

お客様のおなかの健康に貢献する、「おなかにやさしい会社」を中長期的な経営ビジョンと
位置付け、以下の各事業を推進して参ります。
砂糖事業につきましては、砂糖の需要構造の変化により砂糖消費量が減少する中、厳しい

環境が続くと予想されますが、顧客満足を第一義とした取引先との信頼営業強化に努め、高
品質で安全な製品の安定供給を遂行するため、品質管理体制の強化とともに、環境変化に適
応した事業体制の構築と経営基盤の更なる強化に努めて参ります。
バイオ事業につきましては、オリゴ糖部門は特定保健用食品である「オリゴのおかげ」の

機能性（整腸・カルシウム吸収）と信頼性について、より多くのお客様への啓発を図るた
め、幅広い媒体の利用と販促コンテンツのリニューアル等の施策に取り組み、業容の拡大に
努めて参ります。
サイクロデキストリン部門は、新規用途の開発及び新素材との組み合わせによる商品化を

進めるとともに、営業力の強化と拡販に努めて参ります。
研究開発につきましては、「おなかにやさしい」新商品及び新技術の開発を目標として、

オリゴ糖を始めとする腸の分野の研究開発に積極的に取り組んで参ります。
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますよう心よりお願い申しあ

げます。
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　(4) 財産及び損益の状況の推移

区 分
平成26年度
第82期

平成27年度
第83期

平成28年度
第84期

平成29年度
(当連結会計年度)

第85期

売 上 高(百万円) 26,319 26,842 27,364 26,874

経 常 利 益(百万円) 581 1,010 838 1,192

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 317 619 549 906

１株当たり当期純利益 (円 ) 11.80 22.86 20.26 33.45

総 資 産 額(百万円) 24,824 24,484 24,929 24,948

(注) 1. 当連結会計年度の状況につきましては、「１ 企業集団の現況に関する事項 (1) 事業の経過及びそ
の成果」に記載のとおりであります。

2. 「１株当たり当期純利益」は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基
づいて算出しております。

3. 平成28年度第84期より収益認識基準を変更したため、平成27年度第83期は当該会計方針を遡及適用
後の数値となっております。

　(5) 重要な親会社及び子会社の状況
　 ① 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 パ ー ル エ ー ス 450百万円 100.0％ 砂糖類の売買等

　 当社の連結子会社は２社、持分法適用関連会社は４社であります。
　

　 ② 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はございません。

　 ③ その他
　三菱商事株式会社は、平成30年３月31日現在、当社議決権の14.7％を所有しており、引
き続き当社の主要株主である筆頭株主であります。

　

(6) 主要な事業内容
　

事 業 区 分 主 要 製 品

砂 糖 事 業 精製糖、液糖、その他糖類

バ イ オ 事 業 乳糖果糖オリゴ糖、サイクロデキストリン、サラシア属植物エキス末
　

宝印刷株式会社 2018年05月25日 10時32分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

招
集
ご
通
知

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 5 ―

(7) 主要な事業所
　 ① 当 社

本 社 東京都中央区日本橋堀留町二丁目９番６号
　ニューＥＳＲビル

糖 質 研 究 所 神奈川県横浜市金沢区福浦一丁目１番１号
　横浜金沢ハイテクセンター・テクノコア４階

関 西 営 業 所 大阪府大阪市淀川区宮原三丁目５番36号
　新大阪トラストタワー２階

大 阪 工 場 大阪府泉佐野市住吉町25番地
(平成14年３月より関西製糖株式会社に賃貸しております。)

　 ② 子会社
株式会社パールエース (東京都中央区)
株式会社おかげさま. (東京都中央区)

　
(8) 従業員の状況

　 ① 企業集団の従業員の状況
　

従業員数 前連結会計年度末比増減

８８名 　 減５名

　 ② 当社の従業員の状況
　

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
名 名 歳 年

４７ 減７ ４１．３ １４．５
　

(9) 主要な借入先
　

借 入 先 借 入 額（百万円)

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,538

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,564

（注）上記の額にはシンジケートローン契約による以下の借入金を含みます。

株式会社みずほ銀行 1,644百万円
　

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はございません。
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２ 会社の株式に関する事項（平成30年３月31日時点）
(1) 発行可能株式総数 80,000,000株
(2) 発行済株式の総数 35,000,000株（自己株式数7,890,645株を含む。)
(3) 株主数 8,851名

　(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

三菱商事株式会社 3,990 14.72

株式会社みずほ銀行 1,354 4.99

CREDIT SUISSE (LUXEMBOURG) S.A. /
CUSTOMER ASSETS, FUNDS UCITS

700 2.58

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 698 2.58

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 603 2.22

株式会社榎本武平商店 550 2.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託
口）

541 2.00

大東通商株式会社 500 1.84

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託
口５）

462 1.71

東京海上日動火災保険株式会社 340 1.25

　(注) 1. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
　 2. 持株比率は、自己株式（7,890,645株）を控除して計算しております。
　 3. 持株比率は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

　(5) その他株式に関する重要な事項
　該当事項はございません。
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３ 会社の新株予約権等に関する事項
　 該当事項はございません。

４ 会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成30年３月31日現在）

氏 名 地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

久 野 修 慈 代表取締役会長

山 下 裕 司 代表取締役社長

株式会社パールエース 代表取締役社長

太平洋製糖株式会社 取締役

関西製糖株式会社 取締役

神 﨑 俊 取 締 役 副 社 長 株式会社パールエース 取締役副社長

尾 滝 亨 専 務 取 締 役 株式会社パールエース 専務取締役

丸 山 弘 行 常 務 取 締 役 バイオ事業部長

酒 井 英 喜 常 務 取 締 役 管理グループ長

原 浩 司 取 締 役 糖質研究所長

伊 藤 哲 也 取 締 役
生産統括部長兼品質保証部長

南西糖業株式会社 取締役

小 田 俊 一 取 締 役 総務企画担当部長

濵 邦 久 取 締 役

弁護士

日東紡績株式会社 社外取締役

株式会社バロックジャパンリミテッド 社外取締役

株式会社よみうりランド 社外監査役

木 村 成 克 取 締 役
大東製糖株式会社 代表取締役社長

関西製糖株式会社 取締役

三 和 彦 幸 取 締 役

公認会計士

株式会社ショーワ 社外取締役 監査等委員

株式会社乃村工藝社 社外監査役

多 田 啓 一 常 勤 監 査 役
太平洋製糖株式会社 監査役

関西製糖株式会社 監査役

青 木 義 一 常 勤 監 査 役

金 澤 賢 一 監 査 役 弁護士

渡 部 以 光 監 査 役 税理士法人髙野総合会計事務所 シニアパートナー

　(注) 1. 取締役濵邦久氏、取締役木村成克氏及び取締役三和彦幸氏は、社外取締役であります。
　 2. 常勤監査役青木義一氏、監査役金澤賢一氏及び監査役渡部以光氏は、社外監査役であります。

3. 監査役金澤賢一氏は、弁護士として企業法務に精通しており、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。

4. 監査役渡部以光氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。
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5. 当社は、取締役三和彦幸氏及び監査役金澤賢一氏を株式会社東京証券取引所が定める独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

6. 当事業年度末日後に退任した役員は以下のとおりであります。

氏 名 退 任 日 退任事由
退任時の会社に
おける地位

退任時の担当及び
重要な兼職の状況

多田 啓一 平成30年４月１日
逝去による

退任
常勤監査役

太平洋製糖株式会社 監査役

関西製糖株式会社 監査役

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額
　

区分

報酬額（総額) うち社外役員

支給人員
（名）

支給額
（百万円）

支給人員
（名）

支給額
（百万円）

取締役 12 147 3 13

監査役 4 35 3 22

計 16 182 6 36

(注）1. 当事業年度末現在の取締役は12名（うち社外取締役３名）であります。
2. 上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人分給与として32百万円を支給しております。
3. 取締役の報酬限度額は、平成５年６月29日開催の第60回定時株主総会において月額20百万円以内

（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）とする決議をいただいております。
4. 監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第61回定時株主総会において月額５百万円以内と

する決議をいただいております。

　

　(3) 社外役員に関する事項
　 ①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係
　

氏 名 区 分 重 要 な 兼 職 の 状 況

濵 邦 久 社外取締役

弁護士
日東紡績株式会社 社外取締役
株式会社バロックジャパンリミテッド 社外取締役
株式会社よみうりランド 社外監査役

木 村 成 克 社外取締役
大東製糖株式会社 代表取締役社長
関西製糖株式会社 取締役

三 和 彦 幸 社外取締役
公認会計士
株式会社ショーワ 社外取締役 監査等委員
株式会社乃村工藝社 社外監査役

青 木 義 一 社外監査役

金 澤 賢 一 社外監査役 弁護士

渡 部 以 光 社外監査役 税理士法人髙野総合会計事務所 シニアパートナー
　

(注) 1. 大東製糖株式会社は当社と取引関係があります。
2. 関西製糖株式会社は、当社の持分法適用会社である関連会社であります。
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　 ②社外役員の主な活動状況

氏 名 区 分 主 な 活 動 状 況

濵 邦 久 社外取締役
　当事業年度開催の取締役会15回全てに出席し、弁護士としての専門的
見地から適宜発言を行っております。

木 村 成 克 社外取締役
　当事業年度開催の取締役会15回のうち14回に出席し、食品事業分野及
び企業経営における専門的見地から適宜発言を行っております。

三 和 彦 幸 社外取締役
　平成29年６月29日就任後開催の取締役会11回のうち10回に出席し、公
認会計士としての専門的見地から適宜発言を行っております。

青 木 義 一 社外監査役

　当事業年度開催の取締役会15回全てに、また監査役会16回全てに出席
しております。
　監査役会で定めた監査方針に従って、取締役会その他重要な会議への
出席及び主に出身分野である金融機関を通じて培った知識・見識から発
言・質問を行い、重要な書類の閲覧、各部門や事業所の監査、子会社調
査等を実施し、監査役会に報告しました。

金 澤 賢 一 社外監査役

　当事業年度開催の取締役会15回全てに、また監査役会16回全てに出席
しております。
　監査役会で定めた監査方針に従って、取締役会その他重要な会議への
出席及び主に弁護士としての専門的見地から発言・質問を行い、また他
の監査役、取締役等と意欲的に意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に取り組みました。

渡 部 以 光 社外監査役

　当事業年度開催の取締役会15回のうち14回に出席し、また監査役会16
回のうち15回に出席しております。
　監査役会で定めた監査方針に従って、取締役会その他重要な会議への
出席及び主に税理士としての専門的見地から発言・質問を行い、また他
の監査役、取締役等と意欲的に意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に取り組みました。

(注) 上記の取締役会の開催回数には、書面決議を含んでおりません。
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５ 会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称
　 新日本有限責任監査法人

　
　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 32百万円
　

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報
酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を
行っております。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条第１項各号に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、
会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の決定に
より、会計監査人の解任又は不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。

６ 会社の体制及び方針
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制について、決定内容の概要は以下のとおりであります。

　
(1) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1) 当社及びグループ会社の役職員が法令及び定款を遵守し、かつ社会的責任を果た

し、倫理を尊重する行動がとれるように「塩水港精糖グループ企業倫理行動規準・
社員行動規準」を定める。

2)「コンプライアンス委員会」が、コンプライアンスに関する啓蒙教育を実施する等、
当社グループ全体のコンプライアンスの取り組みを横断的に統括する。

3) コンプライアンス委員会事務局に、通常の指揮命令系統から独立した相談窓口を設
け、コンプライアンスに係る問題について、当社及びグループ会社の役職員が電
話、電子メール等によって自由に通報や相談が出来る仕組みを作る。

4) 内部監査室は、各部門の業務執行が法令・定款に適合しているか内部監査を行う。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については「文書取扱規程」に基づき、その保存媒体
に応じて適切・確実に、かつ検索及び閲覧可能な状態で定められた期間、保存・管理
するものとする。
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③ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制
1) 損失の危険の管理については、社長を委員長とする「危機管理委員会」が、緊急時

に委員会を開催するほか、最低年１回委員会を開催し、品質管理をはじめとする各
種リスク管理につき、必要な見直し・対応を検討する。

2) 当社が定常的に抱える業務上のリスクの管理体制については、各取締役が自己の分
掌範囲について責任を持って構築・運営するものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1) 取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事

項を決定し、業務執行状況を監督する。
2) 役付役員を中心とした経営委員会により、業務執行に関する個別経営課題を実務的

な観点から協議する。経営委員会は毎月１回以上開催する。
⑤ 当社の子会社の取締役、業務を執行する社員その他これらの者に相当する者（以下

「取締役等」という）の職務の執行に係る事項の報告に関する体制及び当社の子会社
の損失の管理に関する規定その他の体制
1) 「関係会社管理規程」に基づき、子会社は営業成績、財務状況、関係情報を当社へ

定期的に報告を行う。
2) 子会社のリスク管理については、「関係会社管理規程」にて経営委員会により統括

管理を行い、指示・情報伝達を行うと共にリスクの把握・管理を行う。
⑥ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　職務権限を明確化し、グループ事業戦略に基づき、グループ全体の経営目標を事業
年度ごとに策定する。

⑦ その他、当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
1) 「塩水港精糖グループ企業倫理行動規準」により、コンプライアンスや情報セキュ

リティなどの理念の統一を保つ。
2) 当社管理部門において、100％子会社の会計及び業務執行の状況を定常的に監督す

る。
3) コンプライアンス委員会事務局に、通常の指揮命令系統から独立した相談窓口を設

け、コンプライアンスに係る問題について、当社及びグループ会社の役職員が電
話、電子メール等によって自由に通報や相談ができる仕組みを作り、役職員に周知
徹底する。

⑧ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における事項、当該使
用人の取締役からの独立性に関する事項、及び当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
1) 監査役から求められた場合には、監査役と協議の上合理的な範囲内で監査役の職務

を補助する使用人を配置する。
2) 当該使用人の任命、異動、評価、懲戒は、監査役会の意見を尊重した上で行うもの

とし、取締役からの独立性を確保する。
3) 監査役の職務を補助すべき使用人は、原則として、他部署の使用人を兼務せず、監

査役の指揮命令に従う。
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⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び監査役の監査が実効的に行われ
ることを確保するための体制
1) 取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れが

あるとき、役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他報告が必要と
思われる事項が生じたときは、直接又は内部監査室を経由して、遅滞なく監査役に
報告する。

2) 事業部門を統括する取締役は、監査役会と協議の上、必要に応じて、担当する部門
のリスク管理体制について報告するものとする。

3) 取締役及び使用人は監査役監査に対する理解を深めると共に、監査役監査の環境を
整備するよう努める。

4) 監査役は、代表取締役、会計監査人、内部監査室等との情報交換に努め、連携して
監査の実効性を確保するものとする。

5) 内部監査室は、「内部監査規程」に則り、監査が実施できる体制を整備し、監査役
との緊密な連携を図る。

⑩ 子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報
告をするための体制
1) 関係会社報告会及び子会社への内部監査等を通じて得た情報を当社監査役に定期的

に報告する。
2) 前号に関わらず監査役はいつでも必要に応じて、子会社の取締役及び使用人に対し

て業務執行に関する報告を求めることが出来るものとする。
⑪ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを

確保するための体制
　当社は、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をし
たことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの
役職員に周知徹底する。

⑫ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
1) 当社は、監査役と協議の上、監査役の職務の執行するのに必要な予算をあらかじめ

定める。
2) 当社は、予算の有無に拘わらず、監査役がその職務の執行について、当社に対し、

会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署と審議の上、
当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた
場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑬ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、当社及び当社グループの財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に定
める内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため内部統制システムを構築すると共
に、当該システムと金融商品取引法及びその他の関連法令等との適合性を確保するた
めに、その仕組みを継続的に評価し必要な是正を行う。
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⑭ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　当社及び当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える勢力又は
団体等とは取引関係その他一切の関係を持たず、反社会的勢力から不当な要求等を受
けた場合には、グループ全体として毅然とした姿勢で臨み、反社会的勢力による被害
の防止に努める。

　

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確保する
ための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概要は
以下のとおりであります。
　当社は、「コンプライアンス委員会」を開催し、法令・社内規程等の遵守状況について問
題のないこと、引き続き役職員はコンプライアンス意識を徹底した上で職務執行に努めるこ
とを確認いたしました。
　当社の取締役会は、社外取締役３名を含む取締役12名で構成し、監査役４名も出席した上
で開催し、取締役の職務執行を監督いたしました。また、取締役会は、執行役員を選任し、
各執行役員は、代表取締役の指揮・監督の下、各自の権限及び責任の範囲で職務を執行いた
しました。
　子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社経営委員会におい
て審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実施に努めました。
　内部監査室は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守
状況について、各部門を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役社長
及び監査役に報告いたしました。
　監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定例監査役会に加え適宜臨時監査
役会を開催し、監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言の取り
まとめを行いました。更に、取締役会に出席すると共に、取締役・執行役員その他使用人と
対話を行い、内部監査室・会計監査人と連携し、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査
いたしました。
　常勤監査役は、主要な稟議書の回付を受け、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査す
ると共に、コンプライアンス委員会等の重要会議体に出席し、必要な場合は意見を述べまし
た。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　(注) 1. 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
　 2. 売上高等の金額については、消費税等は含まれておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 7,015 流 動 負 債 8,772

現 金 及 び 預 金 1,784 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 689

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,035 短 期 借 入 金 5,000

商 品 及 び 製 品 1,084 1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,588

仕 掛 品 271 未 払 法 人 税 等 177

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 713 未 払 消 費 税 等 176

繰 延 税 金 資 産 82 賞 与 引 当 金 78

そ の 他 1,043 そ の 他 1,061

固 定 資 産 17,933 固 定 負 債 7,869

(有形固定資産） 10,715 長 期 借 入 金 6,820

建 物 及 び 構 築 物 3,582 退 職 給 付 に 係 る 負 債 716

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,803 繰 延 税 金 負 債 8

工 具、 器 具 及 び 備 品 72 そ の 他 324

土 地 5,234 負 債 合 計 16,642

建 設 仮 勘 定 23 （純 資 産 の 部）

(無形固定資産) 130 株 主 資 本 8,657

ソ フ ト ウ エ ア 124 資 本 金 1,750

そ の 他 6 資 本 剰 余 金 241

(投資その他の資産) 7,087 利 益 剰 余 金 9,687

投 資 有 価 証 券 5,107 自 己 株 式 △3,021

長 期 貸 付 金 1,224 その他の包括利益累計額 △350

繰 延 税 金 資 産 670 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △361

そ の 他 84 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 15

純 資 産 合 計 8,306

資 産 合 計 24,948 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,948
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 26,874

売 上 原 価 22,071

売 上 総 利 益 4,803

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,962

営 業 利 益 840

営 業 外 収 益

受 取 利 息 27

受 取 配 当 金 112

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 333

為 替 差 益 1

そ の 他 11 486

営 業 外 費 用

支 払 利 息 97

支 払 手 数 料 23

そ の 他 12 134

経 常 利 益 1,192

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 5 5

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 5 5

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,192

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 266

法 人 税 等 調 整 額 18 285

当 期 純 利 益 906

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 906
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年４月１日残高 1,750 241 8,915 △3,021 7,885

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △135 　 △135

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 906 　 906

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － 771 △0 771

平成 30年３月31日残高 1,750 241 9,687 △3,021 8,657

（単位：百万円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成29年４月１日残高 △277 △7 19 △265 7,620

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △135

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 906

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

△84 3 △4 △85 △85

当 期 変 動 額 合 計 △84 3 △4 △85 685

平成 30年３月31日残高 △361 △4 15 △350 8,306
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連 結 注 記 表

継続企業の前提に関する注記
　該当事項はございません。
　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１ 連結の範囲に関する事項
　 すべての子会社を連結しております。
　 連結子会社の数２社（㈱パールエース、㈱おかげさま.）
　
２ 持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社数４社(太平洋製糖㈱、関西製糖㈱、南西糖業㈱、㈱ナルミヤ)

　
３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連結子会社の決算日は親会社と同一であります。
　
４ 会計方針に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 時価のあるもの……… 決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価
差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの……… 移動平均法による原価法
　②デリバティブ取引の評価基準及び評価方法… 時価法
　③たな卸資産……………………………………… 移動平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)
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　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

建物及び構築物・機械装置……………定額法
運搬具・工具、器具及び備品…………定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物５～50年
機械装置及び運搬具７～13年

②無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア……定額法(利用可能期間５年)

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準
　 ①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

　 ②賞与引当金
　 従業員の賞与支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
　(4) 退職給付に係る会計処理の方法
　 ①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理することとしております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の
要件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を充たして
いる場合には特例処理を採用しております。

　(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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連結貸借対照表関係
１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 2,085百万円
　
２ 連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対する債務保証

太平洋製糖㈱ 437百万円
　
３ 有形固定資産の減価償却累計額 16,261百万円
　 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。
　
連結株主資本等変動計算書関係
１ 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 35,000,000株
　
２ 配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 135 5.00
平成29年
３月31日

平成29年
６月30日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの
　平成30年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の
とおり提案しております。
① 配当金の総額 135百万円
② １株当たり配当額 5.00円
③ 基準日 平成30年３月31日
④ 効力発生日 平成30年６月29日

　 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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金融商品関係
１ 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達については
金融機関からの借入によることを取組方針としております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内の与信管理規程によりリスク管理を行
っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時
価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借
入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しており
ます。
　デリバティブについては、当社及び連結子会社において為替変動リスクをヘッジする目的で
為替予約取引、原料糖の価格変動リスクをヘッジする目的で粗糖先物を利用しております。

　 当社グループではデリバティブ取引を投機目的には利用しない方針であります。
２ 金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものは、次表には含まれておりません((注２)参照)。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

① 現金及び預金 1,784 1,784 －

② 受取手形及び売掛金 2,035 2,035 －

③ 投資有価証券

その他有価証券 2,935 2,935 －

④ 長期貸付金 2,123 2,123 0

資 産 計 8,878 8,878 0

⑤ 支払手形及び買掛金 689 689 －

⑥ 短期借入金 5,000 5,000 －

⑦ 長期借入金 8,408 8,399 △8

負 債 計 14,098 14,089 △8

⑧ デリバティブ取引(*1) (3) (10) △6

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては( )で表示しております。
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(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資産

　①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　③投資有価証券

　 これらの時価について、取引所の価格によっております。

なお、その他有価証券のうち時価のあるものの連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりで

あります。

(単位：百万円)

種類
取得原価

※
連結貸借対
照表計上額

差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 220 322 102

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 3,206 2,613 △592

小 計 3,426 2,935 △490

合 計 3,426 2,935 △490

　※ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　④長期貸付金

これらは将来キャッシュ・フローを直近の貸付利率で割り引く方法により算出しております。なお、長期貸

付金には１年以内回収予定長期貸付金898百万円が含まれております。

　負債

　⑤支払手形及び買掛金、並びに⑥短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　⑦長期借入金

これらは元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっ

ております。なお、長期借入金には１年以内返済予定長期借入金1,588百万円が含まれております。
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　デリバティブ

　⑧デリバティブ取引

・ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定

められた元本相当額等は、次のとおりであります。

(単位：百万円)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
（※3）

契約額等の
うち１年超

時価

原則的処理

粗糖先物取引
（※1）

粗糖取引　売建 23 － 2

　買建 17 － △0

　 米ドル

金利スワップ
（※2）

長期借入金 748 572 △6

金利スワップ
特例処理

金利スワップ
（※2）

長期借入金 706 460 △6

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
（※2）

買掛金　 買建 190 － 0

　 米ドル

合 計 1,685 1,032 △10

　(※1) 時価等の算定方法 連結決算日の先物相場の終値に基づき算定しております。
　(※2) 時価等の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
　(※3) 契約額等はデリバティブ取引のリスクそのものを示すものではありません。

　

(注2) 非上場株式2,171百万円は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることが出来ず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、「③投資有価証券」には含めておりません。

　

(注3) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

１年以内 １年超５年以内

現金及び預金 1,784 －

受取手形及び売掛金 2,035 －

長期貸付金 898 1,755

合計 4,718 1,755
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※ 長期貸付金の連結貸借対照表計上額は、持分法仕訳による金額530百万円を消去しております。

　

(注4) 長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 1,588 1,330 1,338 1,392 1,800 960

リース債務 3 2 1 0 － －

合計 1,592 1,333 1,339 1,392 1,800 960

賃貸等不動産関係
１ 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の子会社では、東京都において賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）及び大
阪府において賃貸用の工場建物を有しております。平成30年３月期における当該賃貸等不動産
に関する賃貸損益（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）は、70百万円でありま
す。

　
２ 賃貸等不動産の時価に関する事項
　 当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額
連結決算日
における時価当連結会計

年度期首残高
当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

東京本社
（東京都中央区）

965 △20 944 1,417

大阪工場
（大阪府泉佐野市）

2,845 △15 2,830 1,207

合計 3,810 △35 3,775 2,624

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　(注2) 主な変動

増加は、大阪工場の賃貸用工場建物及び構築物の取得 108百万円
　 大阪工場の一部を駐車場として貸出したため、土地等を加算 103百万円
減少は、東京本社の賃貸用のオフィスビルの減価償却費等 20百万円

大阪工場の賃貸用工場建物の減価償却費等 227百万円
(注3) 当連結会計年度末の東京本社及び大阪工場の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて社

外の不動産鑑定士が算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。
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１株当たり情報関係
１ １株当たり純資産額 306円40銭
２ １株当たり当期純利益 33円45銭
　
重要な後発事象関係
　該当事項はございません。
　
本連結計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。

宝印刷株式会社 2018年05月25日 10時32分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

招
集
ご
通
知

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 25 ―

貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 6,545 流 動 負 債 8,291
現 金 及 び 預 金 1,366 買 掛 金 259
売 掛 金 2,021 短 期 借 入 金 5,000
商 品 及 び 製 品 984 1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,588
仕 掛 品 272 未 払 金 966
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 718 未 払 費 用 127
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 902 未 払 法 人 税 等 147
繰 延 税 金 資 産 60 未 払 消 費 税 等 153
そ の 他 219 賞 与 引 当 金 33

そ の 他 13
固 定 資 産 17,399 固 定 負 債 7,696

(有形固定資産） 9,655 長 期 借 入 金 6,820
建 物 3,063 退 職 給 付 引 当 金 749
構 築 物 291 そ の 他 127
機 械 及 び 装 置 1,794 負 債 合 計 15,988
車 両 運 搬 具 0 （純 資 産 の 部）
工 具、 器 具 及 び 備 品 60 株 主 資 本 8,349
土 地 4,422 資 本 金 1,750
建 設 仮 勘 定 23 資 本 剰 余 金 345
(無形固定資産） 129 資 本 準 備 金 345
ソ フ ト ウ エ ア 123 利 益 剰 余 金 9,310
そ の 他 5 利 益 準 備 金 282
(投資その他の資産） 7,614 そ の 他 利 益 剰 余 金 9,028
投 資 有 価 証 券 2,789 別 途 積 立 金 2,930
関 係 会 社 株 式 2,559 繰 越 利 益 剰 余 金 6,098
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,762 自 己 株 式 △3,056
長 期 前 払 費 用 41 評価・換算差額等 △392
繰 延 税 金 資 産 421 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △388
そ の 他 39 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4

純 資 産 合 計 7,956
資 産 合 計 23,944 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,944
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損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 20,084

売 上 原 価 15,760

売 上 総 利 益 4,323

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

販 売 費 2,469

一 般 管 理 費 1,154 3,623

営 業 利 益 699

営 業 外 収 益

受 取 利 息 29

受 取 配 当 金 132

そ の 他 14 176

営 業 外 費 用

支 払 利 息 97

支 払 手 数 料 23

そ の 他 11 133

経 常 利 益 742

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 5 5

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 5 5

税 引 前 当 期 純 利 益 743

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 210

法 人 税 等 調 整 額 18 228

当 期 純 利 益 514
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：百万円)
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計

平成 29年４月１日残高 1,750 345 345

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　

当 期 純 利 益 　 　 　

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － －

平成 30年３月 31 日残高 1,750 345 345
　

（単位：百万円)
　

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

平成 29年４月１日残高 282 2,930 5,719 8,932 △3,056 7,970

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △135 △135 　 △135

当 期 純 利 益 　 　 514 514 　 514

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － 378 378 △0 378

平成 30 年３月 31 日残高 282 2,930 6,098 9,310 △3,056 8,349
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（単位：百万円)
　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成 29年４月１日残高 △271 △8 △280 7,690

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △135

当 期 純 利 益 　 　 　 514

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

△116 4 △112 △112

当 期 変 動 額 合 計 △116 4 △112 266

平成 30 年３月 31 日残高 △388 △4 △392 7,956
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個 別 注 記 表
　
継続企業の前提に関する注記
　該当事項はございません。
　
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１ 有価証券の評価基準及び評価方法
(1)子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
(2)その他有価証券

a.時価のあるもの………決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産
直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

b.時価のないもの………移動平均法による原価法
２ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法…時価法
３ たな卸資産の評価基準及び評価方法…………移動平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）
４ 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

建物・構築物・機械及び装置…………定額法
車両運搬具・工具、器具及び備品……定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物・構築物 ５～50年
機械及び装置 ７～13年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア……定額法(利用可能期間５年)

(3)リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

５ 引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

(2)賞与引当金
従業員の賞与支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。
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①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理しております。

６ ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要
件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている
場合には特例処理を採用しております。

７ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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貸借対照表関係
１ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 2,120百万円
短期金銭債務 843百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 15,937百万円
３ 金融機関からの借入金に対する債務保証

太平洋製糖株式会社 437百万円
　
損益計算書関係
　関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 19,883百万円
関係会社からの仕入高 7,329百万円
関係会社とのその他営業取引高 747百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 56百万円

　
株主資本等変動計算書関係
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 7,890,645株
　
税効果会計関係
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産

　その他有価証券評価差額金 171百万円
　退職給付引当金 229百万円
　役員退職慰労金未払金 17百万円
　その他 115百万円

繰延税金資産小計 533百万円
評価性引当額 △51百万円

繰延税金資産合計 482百万円
　 繰延税金負債

　その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

繰延税金資産の純額 481百万円
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関連当事者との取引関係
１ 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

議決権等の
被所有割合（％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主 三菱商事㈱
直接

14.72
海外粗糖の仕入 海外粗糖の仕入 3,386 買 掛 金 0

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 海外粗糖の仕入については、三菱商事㈱を経由して市場より購入しています。
(注2) 取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　

２ 子会社等

属性
会社等の
名称

議決権等の
所有割合（％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社 ㈱パールエース
直接

100.0

粗糖の仕入並び
に砂糖の販売等

砂糖の販売等 19,248 売 掛 金 1,952

粗糖等の仕入 2,405 買 掛 金 230

手数料の支払他 644 未 払 金 103

未 払 費 用 104

資金の貸借 資金の貸付 5,745 ― ―

資金の返済 5,745 ― ―

利息の受取 2 ― ―

資金の借入 3,274 ― ―

借入金返済 3,274 ― ―

利息の支払 1 ― ―

役員の兼任

関連会社 太平洋製糖㈱
直接

33.3

砂糖委託加工 委託加工料 1,284 未 払 金 131

資 金 援 助 資金の貸付 790 短期貸付金 898

資金の返済 742 長期貸付金 1,755

利息の受取 27

債 務 保 証 債 務 保 証 437 ― ―

役員の兼任

関連会社 関西製糖㈱
直接

38.0

砂糖等の委託加工 委託加工料 2,462 未 払 金 243

設 備 賃 貸 賃貸料収入 632 売 掛 金 62

役員の兼任

関連会社 南西糖業㈱
直接

49.9

粗糖の仕入 粗糖等の仕入 782 買 掛 金 1

役員の兼任
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取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) ㈱パールエースは、当社製品の総発売元であり、販売価格については市場の実勢価格により決定してお

ります。
(注2) 太平洋製糖㈱に対する委託加工料については、同社の総費用をもとに協議の上決定しております。
(注3) 関西製糖㈱に対する委託加工料については、同社の総費用をもとに協議の上決定しております。
(注4) 関西製糖㈱に対する設備賃貸料については、同社と協議の上合理的に決定しております。
(注5) 南西糖業㈱からの粗糖の仕入については、価格その他の取引条件は当社と関連を有しない第三者と同じ

条件によっております。
(注6) 取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

１株当たり情報関係
１ １株当たり純資産額 293円49銭
２ １株当たり当期純利益 18円97銭
　 算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純利益 514百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る当期純利益 514百万円
普通株式の期中平均株式数 27,109千株

　
重要な後発事象関係
　該当事項はございません。
　
本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月18日
塩 水 港 精 糖 株 式 会 社

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 市 瀬 俊 司 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 根 本 知 香 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、塩水港精糖株式会社の平成29年４月１日から平成
30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、塩水港精糖株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

宝印刷株式会社 2018年05月25日 10時32分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

招
集
ご
通
知

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 35 ―

会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月18日
塩 水 港 精 糖 株 式 会 社

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 市 瀬 俊 司 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 根 本 知 香 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、塩水港精糖株式会社の平成29年４月１日か
ら平成30年３月31日までの第85期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第85期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　なお、会計監査人から業務改善計画の進捗状況について報告及び説明を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月21日

塩 水 港 精 糖 株 式 会 社 監 査 役 会
常勤監査役（社外監査役） 青 木 義 一 ㊞

監 査 役（社外監査役） 金 澤 賢 一 ㊞

監 査 役（社外監査役） 渡 部 以 光 ㊞

（注）常勤監査役多田啓一は、平成30年４月１日逝去により退任いたしました。
以 上

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
　第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、当社は、収益力の向上及び財務体質の改善・強化を図りな
がら、株主の皆様に対する継続的かつ安定的な配当を実施することを基本方針としておりま
す。
　なお、当期の期末配当につきましては、今後の当社グループを取り巻く経営環境や業績見
通し等を総合的に勘案いたしまして、次のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項
１．配当財産の種類

金銭といたします。
２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき５円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は135,546,775円となります。

３．剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年６月29日
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　第２号議案 取締役５名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役久野修慈、神﨑俊、尾滝亨、原浩司及び濵邦久の各氏は

任期満了となり、酒井英喜氏は辞任されます。
つきましては、当社及び当社グループを取り巻く環境の変化に迅速に対応するため、取締

役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１
久 野 修 慈

(ひさの しゅうじ)
昭和11年１月22日生

昭和38年６月 大洋漁業株式会社（現マルハニチロ株式会社）入社

27,736株

昭和58年４月 同社 取締役
昭和60年４月 同社 常務取締役
昭和62年１月 同社 代表取締役専務
平成２年６月 当社 代表取締役社長
平成17年４月 当社 会長

株式会社パールエース 代表取締役社長
平成20年６月 当社 取締役会長
平成21年５月 株式会社パールエース 最高顧問
平成24年６月 当社 代表取締役会長(現任)

現在に至る

２
原 浩 司
(はら こうじ)

昭和41年４月４日生

平成元年４月 当社 入社

6,291株

平成14年３月 農学博士取得
平成22年３月 経営学修士ＭＢＡ取得
平成26年５月 当社 事業本部バイオ事業部長
平成26年６月 当社 取締役事業本部バイオ事業部長
平成27年４月 当社 取締役生産･開発グループ糖質研究所長（現任）

現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
生 年 月 日

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

３
濵 邦 久

（はま くにひさ）
昭和９年12月２日生

昭和32年４月 司法修習生

０株

昭和34年４月 京都地検検事
昭和41年６月 東京地検検事
昭和43年12月 法務大臣秘書官事務取扱
昭和47年３月 法務省刑事局参事官
昭和57年４月 東京高検検事
昭和61年６月 最高検検事
平成３年12月 法務省刑事局長
平成５年12月 法務事務次官
平成８年１月 東京高検検事長
平成９年12月 退官 弁護士登録
平成13年６月 株式会社よみうりランド 社外監査役（現任）
平成20年６月 日東紡績株式会社 社外取締役（現任）
平成28年４月 株式会社バロックジャパンリミテッド 社外取締役

（現任）
平成28年６月 当社 社外取締役（現任）

現在に至る
〔重要な兼職の状況〕
濵法律事務所弁護士
日東紡績株式会社 社外取締役
株式会社バロックジャパンリミテッド 社外取締役
株式会社よみうりランド 社外監査役

４

　※
　常 見 典 正

（つねみ のりまさ）
昭和38年１月２日生

昭和60年４月 株式会社山口銀行 入行

０株
平成23年１月 同行 美祢支店長
平成25年10月 同行 宇部支店 統轄母店 次長
平成30年３月 当社 顧問（現任）

現在に至る

５

　※
杉 山 拓 也

（すぎやま たくや）
昭和45年２月25日生

平成４年４月 当社 入社

０株

平成22年４月 当社 砂糖部 副部長
平成24年４月 株式会社パールエース 関東支店 副部長
平成29年４月 当社 事業本部砂糖事業部 部長
平成29年６月 当社 執行役員事業本部砂糖事業部長（現任）

現在に至る
(注) 1. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2. 濵邦久氏は、社外取締役候補者であります。
3. 濵邦久氏を社外取締役候補者とした理由は、法律の専門家及び他企業での社外役員としての豊富な

経験と高い見識に基づき、当社の経営に対して的確な助言・監督をしていただける等、社外取締役
としての職務を適切に遂行していただけるものと判断したためであります。なお、同氏は、社外取
締役又は社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与されたことはありませんが、前述の
理由により社外取締役としての職務を適切に遂行いただけると判断いたしました。

4. 濵邦久氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって２年となります。
5. ※印は、新任の取締役候補者であります。
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　第３号議案 監査役１名選任の件
監査役多田啓一氏は平成30年４月１日に逝去されましたので、その補欠として監査役１名

の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、その任期は当社定款の定めにより、前任者の任期の満了する時までとなります。
また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
生 年 月 日

略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 の
株 式 数

白 石 健 二
(しらいし けんじ)
昭和24年８月18日生

昭和48年４月 当社 入社

10,000株

平成13年６月 当社 取締役技術部長
平成16年６月 当社 常務取締役技術部長 兼 サイクロデキストリ

ン商品部長 兼 糖質研究所長
平成20年４月 当社 常務取締役内部監査室長
平成20年６月 当社 専務取締役内部監査室長
平成23年６月 株式会社おかげさま. 代表取締役社長
平成25年６月 関西製糖株式会社 代表取締役社長
平成28年６月 当社 技術顧問（現任）

現在に至る

(注) 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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　第４号議案 補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお
願いいたしたいと存じます。
　なお、その選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりそ
の選任を取り消すことが出来るものとさせていただきます。

　 また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 補欠監査役候補者は次のとおりであります。
　

氏 名
生 年 月 日

略歴及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 の
株 式 数

鈴 木 幸 信
(すずき ゆきのぶ)
昭和21年６月16日生

昭和40年４月 仙台国税局入局

０株

平成７年12月 税理士資格取得
平成13年７月 人吉税務署長
平成14年７月 東京国税局調査第一部調査開発課長
平成17年７月 高松国税不服審判所長
平成18年７月 同所辞職

鈴木幸信税理士事務所開設
現在に至る

〔重要な兼職の状況〕
株式会社小糸製作所 社外監査役

　

　(注）1. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 鈴木幸信氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3. 鈴木幸信氏につきましては、高松国税不服審判所長等を歴任されており、税務等における広範かつ

豊富な知識・経験等を当社の監査体制の充実・強化に活かしていただき、また独立した立場から公
正かつ客観的な監査を実施していただけるものと判断し、補欠の社外監査役として選任をお願いす
るものであります。
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　第５号議案 会計監査人選任の件
　当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、本定時株主総会終結の時をもって任
期満了により退任されますので、新たに監査法人日本橋事務所を会計監査人に選任すること
をお願いするものであります。

　 なお、本議案につきましては、監査役会の決定に基づいております。
　また、監査役会が監査法人日本橋事務所を会計監査人の候補者とした理由は、同監査法人
が会計監査人に求められる専門性、独立性及び適切な品質管理体制等を有し、当社の会計監
査が適正に行われることを確保する体制を備えているものと判断したためであります。

　 会計監査人候補者は、次のとおりであります。

名称 監査法人 日本橋事務所

事務所 東京都中央区日本橋三丁目２番９号

沿革 昭和44年８月 監査法人日本橋事務所設立

概要

資本金 30百万円
構成人員
　公認会計士 30名（うち代表社員２名、社員10名）

　会計士補等 ６名
　その他職員 11名
　合計 47名
関与会社 54社

以 上
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綿商会館

Ａ３出口

三光稲荷神社

ナカチカ スバル

株主総会会場ご案内図

会場：東京都中央区日本橋富沢町８番10号　綿商会館　６Ｆ
　　　電話　０３ (３６６２) ２２５１
　　　地図ＵＲＬ : http://www.mensyou.co.jp/map.htm

お願い：会場には駐車場がございませんので、公共交通機関を
ご利用くださいますようお願い申しあげます。

交通

会場までのご案内

（1）東京メトロ日比谷線・

　　 都営浅草線

　　「人形町駅Ａ４」

　　　徒歩約６分

（2）都営新宿線

　　「馬喰横山駅Ａ３」

　　　徒歩約６分

（3）都営浅草線

　　「東日本橋駅Ｂ２」

　　　徒歩約６分

（4）ＪＲ総武快速線

　　「馬喰町駅１番」

　　　徒歩約９分

日比谷線・浅草線人形町駅から
・Ａ４出口を出て通りを左へ進む
・左手三光稲荷神社を過ぎ、右手にあるナカチカ株式会社
　の角を右折
・ＡＰＡホテルの正面を通って、ハリオグラスを過ぎた右側

新宿線　馬喰横山駅から
・Ａ３出口を出て、清洲橋通りを東日本橋交差点
　方向へ進む
・東日本橋交差点スバルの看板の角を右折
・そのまま真っ直ぐ進んだ左側

宝印刷株式会社 2018年05月25日 10時32分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）


